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第１章 計画策定の意義 1 

 2 

第１節 北海道開発の経緯 3 

１．北海道開発の歴史 4 

○ 我が国は、北海道の豊富な資源や広大な国土を利用し、国全体の安定と発展に寄5 

与することを目的として、1869 年の開拓使設置以降、特別な開発政策の下、北海6 

道開発を進めてきた。 7 

○ 北海道開発法（昭和 25 年法律第 126 号）の制定後は、同法に基づきこれまで８期8 

にわたり北海道総合開発計画を策定し、計画的に北海道開発を推進してきた。 9 

○ 北海道開発の主眼は、法制定当初の国民経済の復興や人口問題の解決から、産業10 

の適正配置、エネルギー、食料の供給、観光等、時代の変遷に伴い変化している11 

が、一貫して、その時々の国の課題の解決に寄与することを目的としている。 12 

○ 1869 年に約５万８千人だった人口は、500 万人余りに達し、道内総生産は約 20 兆13 

円となるなど、食料の供給や観光・保養の主要な拠点として、我が国全体の安定14 

と発展に大きく寄与する地域となっている。 15 

 16 

２．第８期北海道総合開発計画の経緯 17 

○ 第８期北海道総合開発計画（平成 28 年３月 29 日閣議決定。以下「第８期計画」と18 

いう。）は、本格的な人口減少時代の到来や国際環境の変化等を背景に策定された。 19 

○ 第８期計画策定当時の北海道は、人口減少・高齢化の急速な進行等により、食や自20 

然環境等の北海道の強みを提供し、我が国全体に貢献している「生産空間」1を維21 

持していくことが困難となるおそれがあった。このため、「食」と「観光」を戦略22 

的産業として位置付け、食と観光を担う生産空間を支えながら、「世界水準の価値23 

創造空間」の形成を目指すこととし、「人が輝く地域社会の形成」、「世界に目を向24 

けた産業の振興」、「強靱で持続可能な国土の形成」を３つの主要施策として推進し25 

てきた。 26 

○ また、「生産空間」は主として地方部に存在し、人々が分散して生活する散居形態27 

を成しているという北海道の地域特性を踏まえ、都市機能・生活機能が日常生活28 

に支障のない水準で提供される「基礎圏域」を形成し、「生産空間」での暮らしを29 

支えつつ、基礎圏域内外の人々の活発な対流を促進する中で、人口の自然減・社30 

会減の抑制を目指す「北海道型地域構造」の保持・形成を図ることとした。 31 

○ 第８期計画期間中には、農地の大区画化等の農林水産業のイノベーションを推進32 

し、専業的な農業経営体を中心とした効率的かつ安定的な生産が展開されている。33 

北海道の農業産出額は、2014 年から 2020 年の期間で 11,110 億円から 12,667 億34 

円に増加した。 35 

○ 来道外国人旅行者数は、受入環境整備、ドライブ観光促進の取組等を実施した結36 

果、2015 年から 2019 年までの期間で 190 万人から 301 万人と 1.6 倍になり、我37 

                         
1 生産空間：主として農業・漁業に係る生産の場（特に市街地ではない領域）を指す。生産空間は、生産のみならず、観光その他の多

面的・公益的機能を提供している。 
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が国全体の外国人旅行者数の増加に貢献した。 1 

○ 大規模な浸水被害の防止・最小化を図るため、河川、道路、港湾・漁港、海岸保全2 

施設、農業水利施設等の重要インフラの機能強化等の安全・安心な社会基盤の形3 

成に向けた取組は着実に進捗している。 4 

○ 釧路湿原の河道の蛇行復元等の豊かな自然や多様な動植物の生息・生育環境を保5 

全するための取組が着実に進捗している。 6 

○ 2020 年、新型コロナウイルス感染症（以下「感染症」という。）が世界に拡大し、7 

我が国の社会経済活動は大きな影響を受けた。 8 

○ 特に来道外国人旅行者数は、渡航制限等により大きく減少し北海道の経済に甚大9 

な影響を与えた。 10 

○ 令和３年２月に取りまとめられた第８期北海道総合開発計画中間点検報告書（以11 

下「中間点検」という。）においては、「食」と「観光」を戦略的産業と位置付け、12 

北海道の豊かな自然や文化等に根ざしつつ、「世界の北海道」を目指すという第８13 

期計画の理念は変わるものではないとし、感染症によって見えてきた北海道の価14 

値を改めて見つめ直し、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の加速等を15 

図りながら、ポストコロナにおける「新たな日常」を先導する地域を目指すこと16 

とされた。 17 

 18 

第２節 新たな北海道総合開発計画の意義 19 

○ 北海道開発の基本的意義は、北海道の資源・特性を活かして、その時々の国の課20 

題解決に貢献するとともに、地域の活力ある発展を図ることにある。 21 

○ 中間点検以降、北海道開発を取り巻く状況に急速かつ大きな変化が生じている。 22 

・ 感染症の拡大は、東京一極集中のリスク及びその是正の必要性が改めて認識さ23 

れるとともに、テレワークを始め新しい働き方が導入されるなど国民の暮らし24 

方・働き方が大きく変化した。 25 

・ 世界各地で異常気象が発生する中、地球規模の課題の解決に向け、我が国は 205026 

年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする 2050 年カーボンニュート27 

ラル、脱炭素社会の実現を目指すことを表明した。 28 

・ デジタル技術の活用が多方面で進み、地域の個性を活かしながら地方の社会課題29 

の解決、魅力向上のブレークスルーを実現し、地方活性化を加速するデジタル田30 

園都市国家構想の取組が進められることとなった。 31 

・ ウクライナ情勢や円安等を背景として、エネルギー・食料品の価格高騰や国際的32 

な供給不安が発生し、エネルギー・食料の安定供給の重要性とその難しさが再認33 

識されることとなった。 34 

○ これらの時代の変化に対し、広域分散型社会を形成し、再生可能エネルギーのポ35 

テンシャルが高い北海道は、その資源・特性を活かして、我が国の経済社会づく36 

りを先導する役割を担っていかなければならない。 37 

○ 一方、全国よりも 10 年先んじた高齢化の進行、生産年齢人口の減少等の社会環境38 

の見通しが厳しく、価値を生み出す生産空間の維持が課題となる中で、デジタル39 

技術によるイノベーションに対応した行動を起こせなければ、北海道は、国の課40 
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題解決に貢献することはおろか、地域の維持も困難になりかねない。 1 

○ このような状況下にあって、北海道開発を推進するためには、国、地方公共団体、2 

住民、ＮＰＯ、企業等のあらゆる主体がデジタル技術を活用して連携・協働し、課3 

題解決の取組を迅速に推し進めていくことが必要である。 4 

○ また、多くの課題を国だけが主体となって解決することは困難であり、各主体が5 

北海道の地域特性を踏まえた将来像と目標を共有し、同じ方向性の下に各自ので6 

きることを追求していくことが重要である。このため、2050 年までの長期を見据7 

えた北海道開発の展開の方向と施策の内容を示すものとして新たな北海道総合開8 

発計画を策定する必要がある。 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

 38 

 39 

40 
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第２章 計画の目標 1 

 2 

第１節 我が国を取り巻く状況 3 

１．人口減少・少子高齢化と人口動態の変化 4 

○ 我が国の人口減少・少子高齢化は急速に進行しており、2050 年には人口が約１億5 

人まで減少し、高齢化率は約 37.7％に達する見込みである。 6 

・ 北海道の人口減少は全国に先行し、2050 年には人口が約 400 万人弱まで減少す7 

る見込みである。 8 

・ 北海道は、高齢化についても全国を上回るスピードで進行しており、2050 年の9 

高齢化率は約 40％を超える見込みである。 10 

○ 人口減少が進行すると、生産年齢人口の減少や国内消費市場の縮小によって経済11 

規模が縮小する可能性がある。特に、地方部においては、人口減少・低密度化の加12 

速により地域の活力の低下が懸念されるとともに、医療、福祉、介護、教育、商業13 

等の都市機能・生活機能の維持が困難になるおそれがある。 14 

○ 近年、東京圏等の都市圏からの転入が転出を上回っている市町村が全国的に見ら15 

れるようになっており、田園回帰の動きが広がっている。 16 

○ 感染症の影響により、東京一極集中のリスクが改めて認識され、若者を中心に地17 

方への移住や就業に対しての関心が高まりを見せている。 18 

○ 感染症拡大を契機にテレワークが普及するなど、多様な暮らし方・働き方が可能19 

となる環境が整いつつあり、東京一極集中の是正と地方活性化につながる動きが20 

見られる。 21 

 22 

２．気候変動と自然災害の激甚化・頻発化 23 

○ 極端な高温、大雨の頻度、強度の増加等の地球温暖化が要因とされる気候変動問24 

題は、世界各国が対応すべき喫緊の課題となっている。 25 

○ 気候変動により、農作物の生育障害、品質低下、海洋生物の分布域の変化、渇水の26 

増加等の広範な影響が確認されており、今後、更に深刻化することが懸念されて27 

いる。 28 

○ 気候変動問題に対応するため、我が国では、2050 年までのカーボンニュートラル29 

の実現を目標として、2030 年度に温室効果ガス排出量を 2013 年度から 46％削減30 

することを目指すこと、さらに、50％の高みに向け挑戦し続けることを表明した。 31 

○ 北海道においては、「2050 年ゼロカーボン北海道」実現に向けて、国の各機関の連32 

携による支援体制が整備され、北海道、市町村と一体となって、全国の脱炭素化33 

を先導する取組が開始されている。 34 

○ 我が国は、地形、地質、気象等の自然条件により、従来から、台風、豪雨・豪雪、35 

地震、火山噴火等の自然災害による甚大な被害に見舞われてきた。 36 

○ 近年、降雨の局地化や集中化、記録的な降雪が発生しており、地球温暖化による 37 

気候変動の影響により、今後更に水害、土砂災害等が激甚化・頻発化することが38 

懸念されている。特に北海道は、全国の他の地域と比べて気候変動の影響による39 

将来の降雨量の増加率が大きいと予測されている。 40 
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○ 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震や南海トラフ地震、首都直下地震等の巨大地1 

震による大規模災害の発生が切迫しており、人口・諸機能が集中する地域に甚大2 

な被害をもたらす可能性がある。 3 

○ 北海道では、冬期に大規模自然災害が発生した場合、マイナス 20 度を下回る低温4 

や積雪、風雪、流氷等により応急・復旧活動が妨げられ、避難が困難になるなど、5 

被害の増大が懸念されている。 6 

 7 

３．社会を変える技術 8 

○ 近年、情報通信技術（ＩＣＴ）の急速な進化により、新しいビジネスや市場が生ま9 

れ、人々の生活にも大きな変化をもたらしている。 10 

○ 農林水産業へのロボット、ＡＩ、ＩｏＴ等の先端技術の活用や積雪寒冷環境にお11 

ける自動運転の試験研究、インフラ分野へのデジタル技術の活用等が進んできて12 

おり、今後、デジタル技術の更なる活用により、社会課題の解決やイノベーショ13 

ンの進展が期待されている。 14 

 15 

４．国際情勢の変化 16 

○ 我が国の経済は、1990 年代以降、長期的に低迷し、世界経済における地位は相対17 

的に低下している。 18 

○ アジア主要国のＧＤＰは大きく増加し、世界の貿易はアジアを中心に拡大してお19 

り、今後も成長が続くことが予想されている。 20 

  ○ また、訪日外国人旅行者についても、感染症拡大期前までは、アジア諸国を中心21 

として大幅な増加傾向にあった。 22 

○ 我が国は小麦・大豆等の穀物・飼料、肥料原料等の海外依存が高く、原材料の価格23 

高騰により供給が途絶えれば、国民の生活と経済が大きな影響を受けることにな24 

る。世界の食料供給を巡っては、大規模自然災害、異常気象、水需給の逼迫等のリ25 

スクがあり、感染症拡大期においては、小麦の主要輸出国による食料の輸出制限26 

が実施されるなどグローバル・サプライチェーンのリスクが顕在化している。 27 

○ ロシアのウクライナ侵略によるエネルギー価格の高騰や国際的な供給不安の顕在28 

化により、国内におけるエネルギーや食料の安定供給の重要性が改めて浮き彫り29 

となった。 30 

 31 

第２節 北海道の資源・特性 32 

○ 我が国を取り巻く状況は急速かつ大きく変化しており、豊かな資源に恵まれた北33 

海道には、これらの変化に立ち向かい課題を解決する以下のポテンシャルがある。 34 

 35 

１．広大な大地 36 

○ 北海道は、日本列島を構成する主要４島の一つで、国土面積の約２割を占め、近37 

畿・中国・四国地方の合計面積に匹敵する広大な大地である。 38 

○ 人口密度は全国平均の約５分の１であり、都市間距離が長く、各地域の拠点とな39 

る都市に蓄積された都市機能を周辺の広い地域で利用する広域分散型社会が形成40 
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されている。 1 

 2 

２．食料供給力 3 

○ 北海道の農業産出額は全国の約 14％を占め、小麦、ばれいしょ、たまねぎ、生乳4 

等の多くの農畜産物で全国最大の生産地となっており、我が国の食料（供給熱量5 

ベース）の約４分の１を生産するなど、我が国の食料供給基地としての役割を担6 

っている。 7 

・ 北海道の耕地面積は、全国の約 26％を占めており、荒廃農地の発生面積が小さ8 

く、耕地面積が安定的に推移している。 9 

・ 農地の大区画化と集積・集約化が進行するとともに、都府県の 14 倍の経営規模10 

を有し、専業的な経営体が主体となった生産性の高い農業経営が展開されてい11 

る。 12 

○ 北海道は、全国の約 13％の海岸線を有し、海面漁業・養殖業の生産量で全国の約13 

24％、産出額で全国の約 17％を占め、ホタテガイ、タラ、サケ・マス、ホッケ、14 

コンブ等の多くの水産物で全国最大の生産量を誇る我が国最大の水産物供給基地15 

である。 16 

 17 

３．エネルギー・資源 18 

○ 北海道には、風力、中小水力、太陽光、地熱、バイオマス等の再生可能エネルギー19 

や水資源が豊富に賦存している。 20 

○ 全国の森林面積の約 22％を占める北海道の森林は、ＣＯ２の吸収源として重要な21 

役割を担っている。また、全国の約 13％の海岸線を有する北海道の沿岸域におけ22 

るブルーカーボン生態系2も、新たなＣＯ２の吸収源として期待されている。 23 

 24 

４．自然環境・文化 25 

○ 我が国の中でも特に自然に恵まれている北海道には、美しく個性豊かな景観が存26 

在している。さらに、貴重な動植物が生息している。 27 

○ 北海道には、アイヌ文化や雪・氷に慣れ親しむ北の暮らし等の独自の歴史・文化28 

が存在している。 29 

○ 北海道の自然環境、自然景観、農山漁村景観、独自の歴史・文化は、アジアの中で30 

も特徴的で魅力的な観光資源となっており、アジアからの訪日外国人の旅行先と31 

して高い人気を誇っている。 32 

○ 来道を希望する外国人旅行者の多くは、北海道の雄大な自然や歴史・文化を活か33 

したアドベンチャートラベル等への期待が高い。また、夏場の過ごしやすい気候34 

や冬のパウダースノーを活かしたスポーツ等の四季を通じた体験型観光や世界屈35 

指のスノーアクティビティを提供できる国内有数の地域となっている。 36 

 37 

                         
2 ブルーカーボン生態系：炭素を隔離・貯留する藻場・浅場等の海洋生態系（例 海草藻場、海藻藻場、湿地・干潟、マングローブ林）。 
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５．地理的特性・寒冷地技術 1 

○ 北海道は、日本列島の最北端に位置し、ロシア極東地域に隣接するとともに、北2 

米・欧州と東アジアとの結節点という要衝を占め、北の玄関としての役割を果た3 

している。 4 

○ 積雪寒冷の厳しい気象条件、土壌条件等を克服するための技術開発・研究開発の5 

蓄積があることから、積雪寒冷技術研究のフロンティア、先駆的フィールドとし6 

ての役割が期待されている。 7 

 8 

第３節 2050 年の北海道の将来像 9 

○ 我が国を取り巻く状況に急速かつ大きな変化が生じている中で、北海道開発は、10 

時代の変化に臨機応変に対応することが重要であるが、それと同時に、北海道開11 

発を推進するためには、長期的な展望に立った基本的方向性を総合的に示し、計12 

画を実施する主体間でこれを共有することが必要である。 13 

○ このため、2050 年の将来像を描き、それを実現するための方向性を示した上で、14 

新たな北海道開発の目標を設定する。 15 

 16 

１．国の課題解決のために果たす役割 17 

○ 我が国を取り巻く状況及び北海道の資源・特性を踏まえると、2050 年を見据え北18 

海道が国の課題解決のために果たすべき役割は以下のとおり。 19 

 20 

① 分散型国づくりを支える地方創生を先導する 21 

「心の豊かさ」を重視する価値観の変化の中で、感染症によって地方移住や多様22 

な暮らし方・働き方への関心が高まっている。これに対し、北海道には、密になり23 

にくい広域分散型の地域構造、豊かな自然環境に囲まれたゆとりある空間等、多様24 

な暮らし方・働き方を求める人々を引きつける魅力と包容力があり、分散型国づく25 

りを支える地方創生を先導することが期待されている。 26 

②  豊かな土地・水資源等を活かして我が国の食料安全保障を支える 27 

世界の食料需要の増大や国際情勢の変化等により、将来の食料需給のひっ迫や食28 

料の安定供給への懸念が高まりつつある。これに対し、北海道は我が国の食料供給29 

基地として食料の安定供給に貢献しており、その重要性は更に増している。 30 

③  豊富な地域資源を活かして我が国の脱炭素化を先導する 31 

2050 年カーボンニュートラルの実現は、世界の国々が利害を超えて一体となって32 

取り組まなければ達成できない目標である。これに対し、北海道には、風力や中小33 

水力等の豊富な再生可能エネルギー賦存量と、全国の約５分の１を占める広大な面34 

積の森林があり、豊富な地域資源を活かして我が国の脱炭素化を先導することが期35 

待されている。 36 

④  国民共通の財産である北海道の自然環境・文化を受け継ぐ 37 

特色ある自然環境、アイヌ文化等、近年、北海道独自の歴史や文化の価値が改め38 

て見直されており、国民共通の財産である北海道の自然環境・文化を受け継ぐこと39 

が求められている。 40 
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⑤  生産空間を守り安全・安心に住み続けられる強靱な国土をつくる 1 

水災害の激甚化・頻発化、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震等の大規模自然災2 

害の懸念が、次世代の暮らしを脅かしている。また、北海道の「食」、「観光」及び3 

「脱炭素化」を担う生産空間を守ることは、我が国の持続可能な経済社会活動に貢4 

献することにつながる。生産空間を守り安全・安心に住み続けられる強靱な国土を5 

つくることが求められている。 6 

⑥  競争力のある産業を育成し我が国の経済成長に貢献する 7 

我が国の経済は長期的に低成長が続いており、国際的地位の更なる低下が懸念さ8 

れている。これに対し、北海道は、国内旅行先としてのみならずアジアからの訪日9 

外国人の旅行先としても人気が高く、国内観光の振興に加え、特色ある自然環境・10 

文化等の魅力的な観光資源を活かしたインバウンド観光を更に推進することで、世11 

界トップクラスの観光地を形成し、観光立国の実現に向けて先導的な役割を果たす12 

必要がある。また、市場の拡大が期待される再生可能エネルギー関連産業、民間に13 

よるロケット打上げ等の様々な企業の発展が期待される宇宙関連産業、フードテッ14 

ク3に関わる新たな食関連産業等が成長しつつあり、競争力のある産業を育成し我が15 

国の経済成長に貢献することが求められている。 16 

 17 

２．将来像 18 

○ 我が国を取り巻く現状、北海道の資源・特性及び国の課題解決のために北海道が19 

果たすべき役割を踏まえると、2050 年の北海道の将来像は、以下のとおり。 20 

 21 

① 食、観光、脱炭素化等の北海道の強みを活かした産業が国内外に展開し、豊かな22 

北海道が実現することで、我が国の経済安全保障に貢献している。 23 

② デジタルの実装により、北海道内の地方部における定住・交流環境が維持される24 

とともに、国内外から人を魅きつける多様な暮らし方が実現している。 25 

 26 

３．将来像を支える社会基盤 27 

○ 2050 年における北海道の将来像を支える根幹的な社会基盤の姿は、以下のとおり。 28 

・ 北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）、高規格道路や港湾・空港等の交通ネット29 

ワーク整備の進展。 30 

・ 気候変動（２度上昇）を前提とした河川整備等の流域治水の進展。 31 

・ 大区画化等の農業生産基盤、森林、拠点漁港等の整備の進展。 32 

・ 高度なデジタル基盤や送電網整備の進展。 33 

 34 

４．将来像を実現するために進むべき方向性 35 

○ 2050 年における北海道の将来像を実現するために進むべき方向性は以下のとお36 

り。 37 

                         
3 フードテック：フード（Food）とテクノロジー（Technology）を掛け合わせた言葉。最先端のテクノロジーを利用して、食の持つ可

能性を広げていくこと。 
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 1 

① 高い食料生産力を有する農林水産業・食関連産業を形成 2 

食料生産力の向上により北海道産の農林水産物が安定的に供給されるととも3 

に、デジタル技術等による幅広い農林水産業・食関連産業の展開によって地域全4 

体の所得が向上することを目指す。 5 

② 脱炭素社会を実現し、エネルギー基地を形成 6 

北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギーが最大限に活用され、北海道内の7 

みならず道外に対してエネルギーを供給するとともに、北海道の豊富な森林資源8 

等を最大限に活用した脱炭素社会の実現を目指す。 9 

③ 世界市場を見据えた「食」、「観光」、「再生可能エネルギー」産業を形成 10 

北海道の雄大な自然や文化・歴史を活かした高付加価値な観光資源造成等によ11 

り世界トップクラスの観光地を形成し、世界市場における北海道ブランドの確立12 

を目指す。また、北海道の強みである「食」、「観光」に加え、「再生可能エネルギ13 

ー」関連産業や宇宙関連産業等の新たな産業が北海道の基幹産業となり、国内外14 

に展開するとともに、地域に雇用が創出されることを目指す。 15 

④ 豊かな資源を活かして自立・循環する地域経済を構築 16 

エネルギーの地産地消の取組や農林水産物等の地域内消費の推進により、地域17 

の雇用が創出されるなど環境と経済の好循環が生まれることを目指す。 18 

⑤ 豊かな自然と共生する持続可能な社会を創造 19 

北海道らしい豊かな自然環境・景観が保全され、生物多様性の確保が図られる20 

とともに、自然環境が有する多様な機能をインフラ整備等に積極的に活用し、持21 

続可能で循環型の社会が創造されることを目指す。 22 

⑥ 北海道独自の文化を保全・継承 23 

アイヌ文化の振興の取組を通じて、アイヌの人々の誇りが尊重される社会が実24 

現されることを目指す。 25 

⑦ 北方領土隣接地域等の振興を実現 26 

北方領土隣接地域4における基幹産業の振興、地域防災力の強化等により、安定27 

した地域社会が形成されるとともに、国境周辺地域においても、住民の安全・安28 

心な暮らしが確保される地域社会が形成されることを目指す。 29 

⑧ 地域で生まれ、育ち、安心して暮らしていくことのできる社会を形成 30 

デジタル技術によって、地方部においても遠隔医療や遠隔・オンライン教育等31 

の必要な生活機能に関するサービスを受けることができるようになり、日常生活32 

における快適で容易な移動が確保され、住み続けたい、住んでみたいと感じる北33 

海道の豊かな暮らしの実現を目指す。 34 

⑨ 国内外から人を引きつけるライフスタイルを実現 35 

                         
4 北方領土隣接地域：根室市、別海町、中標津町、標津町及び羅臼町の１市４町。 
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デジタル技術の活用や地域資源の効率的な利用により、北海道において二地域1 

居住5やワーケーション・テレワーク等の多様な暮らし方・働き方が可能となり、2 

国内外から人を引きつけるライフスタイルの実現を目指す。 3 

⑩ 経済・社会を支えるネットワークを確立 4 

交通ネットワーク整備の進展により効率的な輸送が実現し、地方部で暮らす5 

人々を支え、生産空間等で生み出した北海道の価値を国内外に届けることを目指6 

す。 7 

⑪ 大規模災害から生命・財産を守り、社会の重要な機能を維持 8 

気候変動により激甚化・頻発化する水災害や巨大地震等の大規模自然災害に対9 

し、あらゆる主体の総力を結集し、安全・安心な地域社会が構築されるととも10 

に、災害時における交通ネットワークやライフライン機能が確保され、速やかな11 

復旧・復興体制が整備される社会の実現を目指す。 12 

⑫ 切迫する大規模災害に対応した被災リスクを分散 13 

国家的規模の災害時においても、北海道の食・エネルギーの供給等のバックア14 

ップ機能を発揮するとともに、企業の本社機能や生産拠点等の道内移転により北15 

海道がリスク分散の受け皿となることを目指す。 16 

 17 

第４節 新たな北海道総合開発計画の目標 18 

○ 2050 年の北海道の将来像を実現するためには、国民、道民と広く共有できる目標19 

を掲げ、段階的・戦略的に進める必要がある。 20 

○ 本計画では、2050 年の北海道の将来像に向けた最初の一歩として、豊かな北海道21 

が実現し、我が国に貢献するための土台づくりを行う。 22 

・ 我が国が直面する課題の解決に貢献するためには、従来からの北海道の強みで23 

ある「食」、「観光」を一層強化するとともに、「脱炭素化」におけるポテンシャ24 

ル等の北海道が持つ資源・特性を最大限に活かす必要がある。 25 

・ 「生産空間」は、食、観光、脱炭素化等の北海道の価値を生み出しているが、人26 

口減少により、地方部の定住環境の確保が困難となるならば、「生産空間」を維27 

持できなくなり、我が国全体にとって大きな損失となる。このため、北海道が28 

我が国に貢献するためには、北海道の価値を生み出す北海道型地域構造を保持・29 

形成することが必要である。 30 

・ さらに、北海道が我が国に貢献するのみならず、地域の活力ある発展を図り、31 

北海道が「真の豊かさ」を実感できる地域とならなければならない。 32 

○ 北海道が我が国に貢献するための土台を固め、北海道の価値を更に高めるため、33 

この計画では、以下の２つの目標を設定する。 34 

目標１ 「我が国の豊かな暮らしを支える北海道 35 

～食料安全保障、脱炭素化、観光立国等を先導」 36 

目標２ 「北海道の価値を生み出す北海道型地域構造 37 

～生産空間の維持・発展と強靱な国土づくり」 38 

                         39 
5 二地域居住：主な生活拠点とは別の特定の地域に生活拠点を設ける暮らし方のこと。 
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第３章 計画推進の基本方針 1 

 2 

第１節 計画の期間 3 

○ この計画の期間は、おおむね 10 年間とする。 4 

 5 

第２節 計画の主要施策 6 

○ 目標を達成するための主要施策は以下のとおりとし、これらを総合的に推進する。 7 

目標１「我が国の豊かな暮らしを支える北海道～食料安全保障、脱炭素化、観光立国8 

等を先導」に係る主要施策 9 

・ 北海道がその資源・特性を活かして我が国が直面する課題の解決に貢献するた10 

めには、従来から北海道の強みである「食」、「観光」を一層強化する必要があ11 

る。このため、「食料安全保障を支える農林水産業・食関連産業の持続的な発展」、12 

「世界トップクラスの観光地の形成」に取り組む。 13 

・ 「再生可能エネルギー」における北海道のポテンシャルを発揮するとともに、14 

森林等によるＣＯ２吸収力を強化して我が国の地球温暖化対策を先導すること15 

が期待されている。その際、全国へ貢献するだけでなく、脱炭素化や再生可能16 

エネルギーの供給が地域経済に利益をもたらし、地域の活力につながることが17 

重要である。また、再生可能エネルギーや宇宙関連産業等の地域の強みを活か18 

した新しい産業を育成することが期待されている。このため、「地球温暖化対策19 

を先導する活力ある脱炭素社会の実現」、「地域の強みを活かした産業の育成」20 

に取り組む。 21 

・ 北海道の雄大な自然や多様な文化等の北海道が現在持っている価値を維持し続22 

けることや北海道の地政学的な特徴を踏まえた地域振興も北海道が強みを活か23 

して我が国に貢献する上で重要である。このため、「豊かな自然と共生する持続24 

可能な社会の形成」、「北方領土隣接地域等の振興」、「アイヌ文化の振興等」に25 

取り組む。 26 

 27 

目標２「北海道の価値を生み出す北海道型地域構造～生産空間の維持・発展と強靱な28 

国土づくり」に係る主要施策 29 

・ 北海道が我が国に貢献するためには、北海道の価値を生み出す「生産空間」を30 

維持・発展させることが必要である。 31 

・ 都市間距離が長い広域分散型社会の北海道において、人々が長期にわたり住み32 

続けられる地域社会を維持するためには、デジタル技術の活用により時間と空33 

間の制約を克服し、必要なサービスを享受できるようにする必要がある。この34 

ため、「デジタルの活用による生産空間の維持・発展」に取り組む。 35 

・ 地方部の地域コミュニティを維持するためには、世代を超えた多様な人材の地36 

域活動への参加を促進するとともに、生産空間の魅力や定住・交流環境を向上37 

することが必要である。このため、「多様で豊かな地域社会の形成」に取り組む。 38 

・ 生産空間が有する資源を活かして魅力を最大限に発揮させるためには、都市と39 

市街地、そして生産空間を結ぶ生活サービスへアクセス可能な交通ネットワー40 
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クを確保するとともに、農林水産品・食料品の輸送や必要な原材料の輸送、観1 

光等に求められる広域的な人流・物流を支える交通体系を強化する必要がある。2 

このため、「北海道型地域構造を支え、世界を見据えた人流・物流ネットワーク3 

の形成」に取り組む。 4 

・ 安全・安心の確保は、経済社会活動の基盤である。生産空間と地域の暮らしを5 

守るとともに、北海道のポテンシャルを活かして我が国全体の国土強靱化に貢6 

献することが求められる。このため、「生産空間を守り安全・安心に住み続けら7 

れる強靱な国土づくり」に取り組む。 8 

 9 

第３節 計画の進め方 10 

１．「リアル」と「デジタル」のハイブリッドによる北海道型地域構造の保持・形成 11 

○ 北海道型地域構造は、広域に分散している人口分布状況や１次産業の生産活動が12 

人口低密度の地方部で担われている現状を踏まえ、中長期的な地域構造の在り方13 

として位置付けられるものであり、土地の利用状況や周辺との関わりで提供され14 

る都市機能・生活機能に着目して次の３層構造で構成されている。 15 

・ 北海道内の地方部における主として農業・漁業に係る生産を支え、観光資源を16 

提供する「生産空間」 17 

・ 一定程度の人口集積が見られ日常生活の拠点的機能を有する地方部の「市街地」 18 

・ 医療等でのより高次な都市機能・生活機能を提供する「基礎圏域中心都市」 19 

○ 第８期計画では、「食」と「観光」を担う場である「生産空間」を維持・発展させ20 

ることを北海道が我が国に貢献するために必要な中心的課題として位置付け、生21 

産空間を支える北海道型地域構造の保持・形成を計画の重点的施策として取り組22 

んできた。 23 

○ 2050 年カーボンニュートラルを目指して我が国全体が取り組む中、北海道は脱炭24 

素化を先導することが期待されているが、風力、バイオマス等の再生可能エネル25 

ギーは、主に地方部に賦存しており、生産空間の重要性は一層高まっている。 26 

○ 北海道の人口減少は全国に先行して進んでおり、特に地方部における人口減少は27 

著しく、2050 年には、現在、人が住んでいる地域のうち、約 43％が無人化するお28 

それがある。 29 

○ 人々の生活を支えている医療、福祉、介護、教育、商業等の都市機能・生活機能30 

は、一定の利用人口を前提としており、人口減少が急速に進む地方部においては、31 

こうしたサービスへのアクセスが困難になる可能性がある。 32 

○ 若い世代の人口増加率がプラスに転じている市町村が増加傾向となるなど生産空33 

間の活性化につながる動きも見られる。 34 

○ 生産空間は散居集落が大部分を占めており、人々が分散して生活する地域構造に35 

対応したインフラが必要である。さらに、食料生産は実際にその場に住み続ける、36 

観光は実際にその場に行くという「リアル」を前提に成立しており、交通ネット37 

ワークの整備等の「リアル」を支えるインフラが不可欠である。 38 

○ 一方、散居集落における生活環境を維持するためには、実際に人が移動せずに医39 

療・教育等のサービスの提供が受けられる「デジタル」技術の活用による「リア40 
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ル」の補強・補完が有効である。 1 

○ このため、実際の人々の営みを支える「リアル」と、時間と空間の制約を克服でき2 

る「デジタル」のハイブリッドを各種施策推進のコア概念として、北海道の強み3 

を有する「生産空間」を維持・発展させる。 4 

 5 

２．計画の実効性を高めるための方策 6 

○ 広大な北海道は、気候、歴史、文化、産業等が異なる多様で個性的な地域から成り7 

立っており、各地域がそれぞれの個性、地域資源を活かし、地域の課題の解決を8 

図り、独自性のある発展を遂げることが重要である。 9 

○ 第５期北海道総合開発計画以降、６圏域（道南、道央、道北、オホーツク、十勝及10 

び釧路・根室）を中心として、地域づくりに向けた取組が進められてきており、広11 

域的な連携体制及びプロジェクトは引き続き推進する。 12 

○ 計画の推進に当たっては、国土形成計画（全国計画）と連携を図るとともに、新し13 

い資本主義のグランドデザイン及び実行計画、デジタル田園都市国家構想基本方14 

針、国土強靱化基本計画、食料・農業・農村基本計画、観光立国推進基本計画、地15 

球温暖化対策計画、社会資本整備重点計画、交通政策基本計画等を踏まえつつ、16 

急速に進展するデジタル技術の活用や多様な主体の共創等、次に掲げる取組を通17 

じて、この計画の実効性を高める。 18 

 19 

（１）官民の垣根を越えた「共創」 20 

○ 北海道の価値を高めるとともに、地域が直面する様々な課題の解決を図るために21 

は、多様な主体が総力を結集し、分野を越えた協働・連携により、新しい価値を生22 

み出す取組を進めていくことが重要である。 23 

○ このため、社会の変化に適応する能力を高め、果敢に挑戦する人材の育成を進め24 

るなど人への投資を推進する。また、多様な施策の実施主体による「プラットフ25 

ォーム」の形成や景観形成等に関する地域の協働による取組を推進し、国、地方26 

公共団体、住民、企業等との協働・連携の促進を図る必要がある。 27 

○ 特に、少子高齢化が急速に進行している地方部においては、多くの社会的課題を28 

行政だけが主体となって解決していくことは困難である。民間企業が公的役割を29 

担う取組を支援するなど、官民の垣根を越えた共創により地域の課題を解決する30 

社会を実現していくことが重要である。 31 

 32 

（２）社会変革の鍵となるＤＸ・ＧＸの推進 33 

○ 人口減少、少子高齢化、気候変動等の社会的課題を解決する上で、経済社会シス34 

テムの変革が必要であり、ＤＸ・ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）の推35 

進が社会変革の鍵となる。 36 

○ デジタル技術を用いた省力化、自動化、効率化等だけではなく、北海道の広大な37 

空間のメリットを最大限活用しつつ、デジタル技術を積極的に導入することで広38 

大さのデメリットである時間と空間の制約を克服し、社会の変化に対応した新た39 

な価値を創出するための変革に取り組む。 40 
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○ 北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギーを最大限活用して、エネルギーを安1 

定的に確保し、脱炭素化の取組を加速化させる。その際、脱炭素化への取組が地域2 

の課題解決と両立するものであるという認識を住民と共有することが重要である。 3 

 4 

（３）フロンティア精神の再発揮 5 

○ 北海道では、明治以降の開発の歴史の中で、新しい課題に進んで挑戦するフロンテ6 

ィア精神が培われてきた。我が国の社会経済が大きな転換期を迎えている今日、新7 

たな時代を切り開いていくための資源・特性に恵まれた北海道は、再びフロンティ8 

ア精神を発揮し、豊かな社会経済づくりに貢献していくことが期待されている。 9 

○ 北海道の強みである農業は、担い手不足等の課題を抱える一方で法人化や先端的10 

な技術の導入等の新しい農業経営が構築されつつある。若者を始めとする開拓者11 

がフロンティア精神を再び発揮し、北海道の価値を高めることが期待されている。 12 

○ 近年、北海道においては、宇宙関連産業やフードテック分野等の地理的・気候的特13 

性を活かした先駆的産業が成長しつつある。宇宙関連産業は、農林水産業や観光業14 

等の多くの産業において衛星データが利用されるなど、裾野の広い産業であり、将15 

来的には、世界に展開する産業に成長することが期待されている。 16 

○ 北海道が活力ある地域として今後も発展するためには、道民自らが様々な活動に17 

参加するとともに、ＥＳＧ投資6等の国内外からの投資促進や産学官金の連携によ18 

るスタートアップ創出等の新たなビジネスモデルの創造を図る必要がある。また、19 

先端的な産業等の発展には、次世代を担う若者の視点やその個性と能力を発揮し20 

て将来に向けて活躍するための環境整備が必要である。 21 

○ 北海道においては、厳しい冬や雪が暮らしのハンディキャップとなっているが、こ22 

れらを克服し前向きに受け入れ、雪を活かした暮らしを実現するため、ＩＣＴや再23 

生可能エネルギーを活用した除排雪の効率化・省力化、エネルギー資源としての活24 

用等、雪に対応したまちづくりを推進する。また、国、国立研究開発法人、大学、25 

民間等の連携を強化しつつ、積雪寒冷地に対応した技術開発・研究開発に取り組む26 

とともに、新技術の活用や北海道の特性を活かした先進的・実験的取組を積極的に27 

推進し、積雪寒冷技術研究のフロンティア、先駆的フィールドとしての役割を高め28 

ることを目指す。 29 

○ さらに、こうした新たな価値創造を促進するとともに、北海道の優れた資源・特30 

性を活かし、全国画一ではないローカルスタンダード導入による、北海道固有の31 

課題に対する独自の取組（北海道スタンダード）を一層推進する必要がある。 32 

 33 

（４）戦略的な社会資本整備 34 

○ 厳しい財政状況の下、持続可能なインフラ整備を実現するためには、公共投資の35 

重点化・効率化を図るとともに、インフラのストック効果を最大限に発揮させる36 

ことが必要である。 37 

○ 北海道の価値を生み出す「生産空間」が地方部に広域的に存在していることから、38 

                         
6 ＥＳＧ投資：財務的な要素に加えて、非財務的な要素であるＥＳＧ（環境、社会、ガバナンス）を考慮する投資のこと。 
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インフラを整備する上では、早期に整備する工夫や早期に事業効果を発現させる1 

工夫を行うなど、戦略的・計画的なインフラ整備が重要である。 2 

○ また、流域治水やグリーンインフラ等の北海道の自然や地域特性を活かしたイン3 

フラ整備を促進するとともに、食料安全保障に貢献する生産基盤の強化や観光振4 

興に寄与する交通ネットワーク整備等の北海道の価値を高めるインフラを重点的5 

に整備し、インフラの幅広い社会的効果を重視することが重要である。 6 

○ さらに、地方公共団体や企業、住民といった多様な主体とも連携し、整備段階だ7 

けではなく、維持管理・利活用段階までも視野に入れて、インフラの潜在力を引8 

き出すことが重要である。 9 

○ インフラの多くが、高度経済成長期以降に整備されており、今後建設から 50 年以10 

上経過する施設の割合は加速度的に増加する見込みである。修繕等の措置が早急11 

に必要な施設が多数存在していることから、維持管理・更新を計画的かつ的確に12 

進めていくことが重要である。これに加えて、北海道は積雪寒冷地特有の気象や13 

構造物特性を踏まえたメンテナンスが必要となる。 14 

 15 

３．計画のマネジメント 16 

○ 計画の推進に当たっては、効率的かつ効果的なＰＤＣＡサイクルを進め、人口、17 

経済、社会等に関する各種指標や施策の進捗状況についてモニタリングを実施す18 

るとともに、主要施策、期間等について、弾力的運用又は必要に応じた見直しや19 

点検を行う。 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

 38 

 39 

 40 
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第４章 計画の主要施策 1 

 2 

第１節 「我が国の豊かな暮らしを支える北海道～食料安全保障、脱炭素化、観光立国3 

等を先導」に係る主要施策 4 

１．食料安全保障を支える農林水産業・食関連産業の持続的な発展 5 

《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 6 

（１）我が国を先導する農林水産業の生産力強化 7 

（２）国内外のマーケットに対応したバリューチェーンの構築 8 

（３）持続可能な農林水産業の展開 9 

（４）農林水産業の持続性を支える農山漁村の振興 10 

 11 

（１）我が国を先導する農林水産業の生産力強化 12 

（我が国を先導する農業の生産力強化） 13 

我が国の食料自給率（供給熱量ベース）は近年約 38％程度で推移しており、小麦・14 

大豆や飼料等を輸入に依存しているが、世界では食料や生産資材の価格高騰や輸出15 

規制等の事態が生じるとともに、将来的には食料需給のひっ迫が予測されており、16 

我が国の食料安全保障上の懸念が高まりつつある。食料自給率（供給熱量ベース）17 

が 200％を超える北海道は、我が国の食料安定供給に大きな役割を担っているが、18 

農業従事者数の減少や高齢化等の生産基盤の脆弱化が懸念されている。このため、19 

次に掲げる施策について重点的に取り組み、農業の生産力強化を図る必要がある。 20 

 21 

〈重点的に取り組む施策〉 22 

○輸入依存度の高い作物の生産・利用拡大 23 

 需要に対応した小麦・大豆の生産・利用拡大 24 

 北海道の特性に応じた飼料作物の生産・利用拡大 25 

○我が国の農業を先導するイノベーション 26 

 センサーやリモート制御による農業機械の操作等のスマート農業の実装27 

加速化 28 

 研究機関との連携等を通じた新たな農業技術の導入 29 

     ○農業生産力を強化する生産基盤の整備 30 

 高効率・高品質生産を可能とする農業生産基盤及びデジタル基盤の整備 31 

 グリーン化・デジタル化による農業水利施設の整備及び戦略的保全管理 32 

 耐震・排水対策等の災害に強い農業生産基盤整備 33 

     ○農業生産力を支える経営基盤の強化 34 

 多様な農業経営の展開 35 

 外部支援組織の戦略的な活用 36 

 地域農業の特徴に応じた多様な担い手の育成・確保 37 

 38 

（我が国を先導する林業の生産力強化） 39 

北海道の森林面積は全国の約 22％を占め、森林資源の循環利用に向けた取組が40 
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進められているが、戦後造成された人工林面積の約８割が利用期を迎える一方、1 

将来の資源である若齢林は少なく、バランスを欠いた森林資源構成となってい2 

る。また、伐採量や造林量が増加傾向にある中、森林施業における労働力不足が3 

顕在化するとともに、機械化の進んでいない造林・保育等の作業負荷や費用負担4 

が大きく、生産性は低位に留まっている。このため、次に掲げる施策について重5 

点的に取り組み、林業の生産力強化を図る必要がある。 6 

 7 

〈重点的に取り組む施策〉 8 

○森林資源の循環利用による豊かな北の森づくり 9 

 間伐や主伐後の再造林等の計画的な森林整備 10 

 治山ダムの設置等による増大する山地災害への対応 11 

      ○我が国の林業を先導するイノベーション 12 

 リモートセンシング技術による高度な森林関連情報の把握・活用等のス13 

マート林業の実装加速化 14 

 エリートツリー7等の新たな林業技術の開発・普及 15 

      ○木材生産力を支える経営基盤強化 16 

 路網整備と併せた高性能林業機械・大型車両導入 17 

 経営管理の集積・集約化等による林業経営体の経営力強化 18 

 地域や関係団体の連携による人材の育成・確保 19 

 20 

（我が国を先導する水産業の生産力強化） 21 

北海道の海面漁業・養殖業生産量は全国の約 25％を占め、多くの水産物で全国22 

最大の生産量を誇っているが、海洋環境の変化や水産資源の減少等により、サン23 

マやスルメイカ、サケ等の主要魚種の不漁が継続しており、漁業生産量は長期的24 

に減少傾向にある。また、漁業従事者数の減少や高齢化の進行等、漁業生産体制25 

の脆弱化が懸念されている。このため、次に掲げる施策について重点的に取り組26 

み、水産業の生産力強化を図る必要がある。 27 

 28 

〈重点的に取り組む施策〉 29 

○豊かな北の海の恵みを守る水産資源の管理 30 

 ＭＳＹ（最大持続生産量）8ベースの資源評価に基づくＴＡＣ（漁獲可能31 

量）管理9やＩＱ（漁獲割当て）管理10、資源管理協定に基づく漁業者の32 

自主的管理 33 

 海域特性に応じた栽培漁業 34 

 水産生物の生活史に配慮した水産環境の整備 35 

                         
7 エリートツリー：地域の人工造林地において、最も成長が優れた木として選抜された木（精英樹）のうち、優良なもの同士を人工交

配によりかけ合わせ、その中から更に優れた個体を選んだもの。 
8 ＭＳＹ（最大持続生産量）：現在の環境下において持続的に採捕可能な最大の漁獲量。 
9 ＴＡＣ（漁獲可能量）管理：魚種ごとに年間の漁獲可能量を定め、水産資源の適切な保存、管理を行う手法。 
10 ＩＱ（漁獲割当て）管理：ＴＡＣを個々の漁業者又は船舶ごとに割り当て、割当量を超える漁獲を禁止することによりＴＡＣの管

理を行う手法。 
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○我が国の水産業を先導するイノベーション 1 

 漁獲データや海洋環境データを活用した資源管理の高度化等のスマート2 

水産業の実装加速化 3 

      ○水産業の生産力を支える水産基盤の整備 4 

 高度衛生管理型の荷さばき所の整備等による拠点漁港等の生産・流通機能5 

強化 6 

 養殖適地拡大等の漁港の適正利用・有効利用 7 

 漁港施設の強靱化 8 

      ○水産業の成長産業化 9 

 複合的な漁業への転換等による漁船漁業の構造改革 10 

 国産品生産拡大のための養殖業の成長産業化 11 

 人材の確保・育成 12 

 13 

（２）国内外のマーケットに対応したバリューチェーンの構築 14 

北海道の農林水産業・食関連産業は素材供給型の生産が主体であり、付加価値率が15 

低い。また、多様なニーズに対応した生産供給体制や、拡大する海外市場の獲得に向16 

けた体制の構築も十分とはいえない。このため、次に掲げる施策について重点的に取17 

り組み、国内外のマーケットに対応したバリューチェーン11の構築を図る必要がある。 18 

 19 

〈重点的に取り組む施策〉 20 

   ○付加価値を最大化する生産供給体制の構築 21 

 生産・加工・流通等の川上から川下まで関連産業が一体となった取組 22 

 生産から消費までのデータ連携・活用、ＩＣＴの活用等による効率的な地23 

域流通システムの形成 24 

    ○多様なニーズに応じた農林水産物の供給 25 

 食の外部化12等の需要変化に対応した生産拡大 26 

 北海道産木材を活用したＣＬＴ（直交集成板）13や耐火部材等の技術開発27 

による新たな需要の創出と安定供給体制の整備 28 

 漁獲魚種の変化に対応した生産と販路拡大 29 

    ○グローバル市場の獲得 30 

 輸出産地の育成・展開に必要な施設整備 31 

 屋根付き岸壁等の施設整備と併せた高度衛生管理対策、ＨＡＣＣＰや水産32 

エコラベル、ＧＡＰ等の認証・規格の取得による輸出先国の規制・ニーズ33 

への対応 34 

 ＧＩ（地理的表示）14の活用等による北海道ブランドのプロモーション・35 

                         
11 バリューチェーン：生産から製造・加工、流通、消費に至る各段階の付加価値を高めながらつなぎあわせることにより、付加価値

の連鎖をつくること。 
12 食の外部化：家庭内の調理や食事が、単身世帯の増加や女性の雇用者の増加等の社会情勢の変化により、家庭外に依存する状況。 
13 ＣＬＴ（直交集成板）：ひき板を繊維方向が直交するように積層接着したパネル。 
14 ＧＩ（地理的表示）：その地域ならではの自然的、人文的、社会的な要因・環境の中で長年育まれてきた品質、社会的評価等の特性

を有する産品の名称を、地域の知的財産として保護するもの。 
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市場拡大 1 

 2 

（３）持続可能な農林水産業の展開 3 

自然や生態系の持つ力を引き出して行われる食料生産・農林水産業において、資源4 

の循環利用や地域資源の最大活用、化学農薬、化学肥料や化石燃料の使用量低減等を5 

通じて環境負荷の軽減を図り、豊かな環境を維持するとともに、地域の実情に応じて6 

生産基盤を維持・保全することが生産活動の持続的な展開に不可欠である。また、広7 

範囲に影響が顕在化する気候変動に適応した生産体制の構築が求められている。この8 

ため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、持続可能な農林水産業の展開を図9 

る必要がある。 10 

 11 

〈重点的に取り組む施策〉 12 

○持続的な生産体制の構築 13 

 スマート技術や新たな生産技術の活用による環境負荷の軽減 14 

 家畜排せつ物や下水汚泥等の地域資源の肥料や燃料等としての活用 15 

 有機農業の促進等のグリーンな栽培体系への転換 16 

 放牧の取組等の地域の実情に応じた最適土地利用や鳥獣被害対策等による17 

農地の保全 18 

    ○気候変動への適応 19 

 気候変動の影響を踏まえた新たな品種や栽培技術等の開発・普及 20 

 海洋環境の変化に伴う漁獲魚種変化への対応の促進 21 

 激甚化・頻発化する水災害に対応した生産基盤整備・治山対策 22 

 気候変動がもたらす機会を活用した新たな作物の導入 23 

 24 

（４）農林水産業の持続性を支える農山漁村の振興 25 

北海道の集落は、その大半が農林水産業を基幹産業としており、農地や林地、漁場26 

等の生産基盤と農林水産物や自然・景観等の豊富な地域資源を有し、多面的機能の発27 

揮に重要な役割を果たしているが、集落の小規模化や高齢化の進行等により、地域の28 

維持が懸念されている。このため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、農林29 

水産業の持続性を支える農山漁村の振興を図る必要がある。 30 

 31 

〈重点的に取り組む施策〉 32 

   ○農山漁村の所得と雇用機会の確保 33 

 豊富な地域資源を活用した農林水産業と他の産業との連携による「北海道34 

マリンビジョン 21」15の推進や農泊、森林サービス産業、海業等の取組 35 

○農山漁村の集落機能の維持・強化 36 

 農山漁村地域が持続的に運営される仕組みづくりや関係人口の創出拡大 37 

                         
15 北海道マリンビジョン 21：北海道が我が国の水産食料供給基地として、地域の資源を活かしながら、多様な主体の連携・協働によ

り活力ある水産業や漁村の実現を図るため、おおむね 10 年後を通過点として、その先の目指すべき姿を定めた長期的構想。 
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    ○農山漁村の文化の保全・継承 1 

 「わが村は美しく－北海道」運動16、食育、木育等の地域活動の展開や農山2 

漁村に対する理解醸成 3 

 4 

２．地球温暖化対策を先導する活力ある脱炭素社会の実現 5 

《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 6 

（１）北海道の地域特性を活かした持続可能な脱炭素社会の形成 7 

（２）エネルギー基地の形成 8 

（３）北海道のＣＯ２吸収力の発揮 9 

 10 

（１）北海道の地域特性を活かした持続可能な脱炭素社会の形成 11 

北海道には、風力、中小水力、太陽光、地熱等の再生可能エネルギー源が豊富に12 

賦存しており、脱炭素社会実現に貢献するため、原子力・大水力の活用、火力発電13 

所のＣＯ２排出量削減への取組の推進等による既存の発電所等の活用によりエネ14 

ルギーの安定供給を図りながら、再生可能エネルギーの導入を拡大することが求め15 

られている。 16 

再生可能エネルギーの導入拡大に当たっては、地域資源の有効活用やエネルギー17 

の地産地消等により地域の活性化につなげるとともに、北海道胆振東部地震による18 

ブラックアウト発生の教訓を踏まえ、災害時の自立したエネルギー供給の確保に資19 

するものとすることが不可欠である。 20 

また、北海道は、冬の暖房用の熱需要や広域分散型の地域構造に由来する自動車21 

輸送の需要が多いことから化石燃料の使用が多く、世帯当たりのＣＯ２排出量が全22 

国に比べて多いという地域特性も有しており、徹底した省エネルギーや電化・エネ23 

ルギー転換が重要である。   24 

北海道においては、「2050 年ゼロカーボン北海道」実現に向けて、国の各機関の連25 

携による支援体制が整備され、北海道、市町村と一体となって、全国の脱炭素化を26 

先導する取組が開始されており、これらの取組を加速するとともに、次に掲げる施27 

策について重点的に取り組み、北海道の地域特性を活かした持続可能な脱炭素社会28 

の形成を図る。 29 

 30 

〈重点的に取り組む施策〉 31 

○再生可能エネルギーの導入拡大 32 

 バイオマス、風力等の地域特性を活かした再生可能エネルギー導入・活33 

用 34 

 小水力発電等の公共セクターにおける再生可能エネルギー導入 35 

    ○送電系統の強化等 36 

 再生可能エネルギーを接続する送電網整備、既存系統の有効活用 37 

                         
16 「わが村は美しく－北海道」運動：北海道の農山村漁村の資源を活用し魅力にあふれた活力のある地域を築くため、「景観」「地域

特産物」「人の交流」を３つの大きな柱として、地域住民が主体となって展開している運動。 
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 風力発電等の出力変動に対する周波数調整力としての系統側蓄電池活用 1 

    ○分散型エネルギーシステムの構築 2 

 森林資源・家畜排せつ物等の地域資源やデジタル技術を活用した分散型3 

エネルギーシステムの構築 4 

 都市機能の集約化等による持続可能な地域づくり・地域マネジメント 5 

 脱炭素地域づくりに取り組む地方公共団体への支援 6 

 苫小牧東部地域のカーボンニュートラルを先導する産業地域化 7 

   ○徹底した省エネルギーとエネルギー転換 8 

 省エネルギー性能の高い住宅・建築物（ＬＣＣＭ住宅17、ＺＥＢ18・ＺＥ9 

Ｈ19）の普及、住民の行動変容の啓発 10 

 インフラ設備における省エネルギー性能の向上 11 

 新技術の開発等による建設業、運輸業、農林水産業等の各産業における12 

省エネルギー等 13 

 急速ＥＶ充電施設の設置による次世代自動車の普及促進等の再生可能エ14 

ネルギー利用拡大 15 

 交通混雑緩和や走行性向上等の環境負荷軽減に資するインフラ整備 16 

 17 

（２）エネルギー基地の形成 18 

2050 年カーボンニュートラルの実現及びエネルギー安全保障の観点から、北海道19 

の豊富に賦存する再生可能エネルギー等を北海道内で活用するとともに、道外にお20 

いても活用できることが求められている。このため、次に掲げる施策について重点21 

的に取り組み、我が国におけるエネルギー基地の形成を図る必要がある。 22 

 23 

〈重点的に取り組む施策〉 24 

○再生可能エネルギー導入・移出等に向けたインフラ整備 25 

 海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関す26 

る法律（平成 30 年法律第 89 号）に基づく促進区域の指定等による洋上27 

風力発電の導入促進 28 

 地域間連系線の増強・新設 29 

 脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化や水素等の受入環境の整備等を図30 

るカーボンニュートラルポート（ＣＮＰ）の形成 31 

 バイオマス燃料の輸入等の再生可能エネルギー導入に寄与する港湾整32 

備・利用 33 

○水素サプライチェーンの構築 34 

 水素を製造・輸送・貯蔵・利用するサプライチェーン構築 35 

 産学官金連携のプラットフォームによる水素の普及啓発 36 

                         
17 ＬＣＣＭ住宅：ライフサイクル（建設時、運用時、廃棄時）においてできるだけ省ＣＯ２に取り組み、さらに太陽光発電等を利用

した再生可能エネルギー創出により、建設時のＣＯ２排出量も含めライフサイクルを通じてのＣＯ２収支をマイナスにする住宅。 
18 ＺＥＢ：快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年間の㇐次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物。 
19 ＺＥＨ：外皮の断熱性能等の大幅な向上と⾼効率な設備システムの導入により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを

実現した上で、再生可能エネルギーの導入により、年間の㇐次エネルギー消費量の収支がゼロとすることを目指した住宅。 
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 1 

（３）北海道のＣＯ２吸収力の発揮 2 

全国の森林面積の約 22％を占める北海道の森林は、ＣＯ２の吸収源として重要な3 

役割を担っている。また、土壌中に炭素を貯留できる北海道の耕地面積は全国の約4 

26％を占めているほか、近年、新たな吸収源として注目されているブルーカーボン5 

生態系を育む海岸線延長は北海道が全国の約 13％を占めている。このため、2050 年6 

カーボンニュートラルの実現に向け、次に掲げる施策について重点的に取り組み、7 

北海道のＣＯ２吸収源を十分に活用し、ＣＯ２吸収力の発揮を図る必要がある。 8 

 9 

〈重点的に取り組む施策〉 10 

○計画的な森林整備等 11 

 森林資源の循環利用及び計画的な森林管理 12 

     ○多様な手法による炭素貯留 13 

 農地及び草地土壌への堆肥や緑肥等の施用、ＣＣＳ20、建築物の木造化等14 

による炭素貯留の促進 15 

○ブルーカーボン生態系の造成等 16 

 公共事業等におけるブルーカーボン生態系創出 17 

 18 

３．世界トップクラスの観光地の形成 19 

《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 20 

（１）世界市場に向けた新たな観光コンテンツの創出・拡充と稼ぐ力の向上 21 

（２）多様な旅行者の地方部への誘客に向けた受入環境整備 22 

（３）自然環境・文化の保全と観光が両立した持続可能な観光地域づくり 23 

 24 

（１）世界市場に向けた新たな観光コンテンツの創出・拡充と稼ぐ力の向上 25 

北海道は、豊富な自然環境・景観を活かした観光コンテンツが存在している一方、26 

旅行需要の季節偏重による端境期の需要創出が課題となっている。 27 

また、感染症拡大を契機として、テレワークが普及するなど人々のライフスタイ28 

ルが大きく変化していることから、旅行者の新たなニーズへの対応が求められてい29 

る。 30 

こうした状況を踏まえ、北海道観光の新たなデスティネーションイメージ（旅先31 

としての地域のイメージ）の定着やＣＸ（カスタマーエクスペリエンス：顧客体験32 

価値）の向上による新たな北海道ブランドの確立に向け、次に掲げる施策について33 

重点的に取り組み、世界市場に向けた新たな観光コンテンツの創出・拡充と稼ぐ力34 

の向上を図る必要がある。 35 

 36 

〈重点的に取り組む施策〉 37 

○北海道の資源・特性を活かした新たな観光コンテンツの創出・拡充 38 

                         
20 ＣＣＳ：発電所や化学工場等から排出されたＣＯ２を、ほかの気体から分離して集め、地中深くに貯留・圧入するという技術。 
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 「かわたびほっかいどう」21等の生産空間の魅力的な公共空間を活用した1 

観光コンテンツ創出 2 

 スポーツツーリズム22やアドベンチャートラベルの推進 3 

 四季を通じたスポーツコンテンツの創出とそれに関連する施設の整備 4 

 食・文化やインフラツーリズム23等による通年型観光コンテンツ創出 5 

 若者をターゲットとする海外からの教育旅行等に向けた観光コンテンツ6 

創出 7 

○観光消費額・観光消費額単価の向上に資する高付加価値な観光の推進 8 

 世界水準のサイクルツーリズム等による高付加価値旅行者の誘客 9 

○新たな観光スタイルの受入環境整備 10 

 泊食分離等の長期滞在旅行者に対応するための受入環境整備 11 

 生産空間での滞在・体験を行う農泊等の農林水産業との連携による観光12 

地域づくり 13 

 ＶＦＲ（親族・知人訪問や帰省）旅行者創出等の関係人口拡大によるレジ14 

リエントな観光地域づくり 15 

○ＭＩＣＥ24誘致 16 

 関係機関との連携による端境期の旅行需要創出に向けたＭＩＣＥの活用17 

等 18 

 19 

（２）多様な旅行者の地方部への誘客に向けた受入環境整備 20 

北海道の観光資源は、北海道各地に点在しているが、空港・港湾から観光地まで21 

の二次交通の利便性が低いこと等から、来道外国人旅行者の宿泊地の多くは道央圏22 

に集中している。インバウンド観光による経済効果を地方部へも波及させるために23 

は、ハード面においては地方部への交通アクセスの改善、ソフト面においてはデジ24 

タル技術を活用した観光サービスの効率化を始め、外国人等の多様な旅行者が安25 

全・安心に旅行できる環境が求められている。このため、次に掲げる施策について26 

重点的に取り組み、多様な旅行者の地方部への誘客に向けた受入環境整備を図る必27 

要がある。 28 

 29 

〈重点的に取り組む施策〉 30 

○ゲートウェイ機能の強化と地方部への交通アクセスの改善 31 

 空港・港湾の受入機能強化、高規格道路の整備、北海道新幹線の整備、交32 

通結節機能強化等とともに運輸事業者や観光事業者が一体となった移動33 

の利便性向上 34 

 道内一括運営委託７空港25と地域が連携した周遊観光活性化、速達性の更35 

                         
21 かわたびほっかいどう：北海道の河川に関わる活動を通じて、地域の活性化や振興を図り、北海道の魅力を最大限に引き出すこと

を目的として、その目的の達成に向けた活動。 
22 スポーツツーリズム：スポーツを「観る」、「する」、「支える」人々との交流等。 
23 インフラツーリズム：ダム、橋、港、歴史的な施設等のインフラ施設の見学を取り入れた観光。 
24 ＭＩＣＥ：Meeting（企業等のミーティング）、Incentive（企業等の報奨・研修旅行）、Convention（国際会議）Exhibition/Event

（展示会・イベント）の総称。 
25 道内一括運営委託７空港：新千歳空港・旭川空港・稚内空港・釧路空港・函館空港・帯広空港・女満別空港を一体とした運営の民
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なる向上による移動時間の短縮、安全・安心な移動環境整備等 1 

 交通需要の少ない地方部における観光客等の交通利便性向上 2 

○多様な旅行者が安全・安心に旅行できる環境の創出 3 

 多言語による医療情報提供やガイド育成等の安全管理の充実 4 

 ユニバーサルツーリズム26の推進 5 

○観光におけるデジタルの実装 6 

 ドライブ観光動態データの分析・活用やＭａａＳ等の観光客受入体制の7 

デジタル化 8 

 9 

（３）自然環境・文化の保全と観光が両立した持続可能な観光地域づくり 10 

自然環境・文化を活かした持続可能な観光へのニーズが高まっており、特にＺ世11 

代27等の若い旅行者はその傾向がある。 12 

一方、観光資源が広域に分散している北海道においては、移動時のＣＯ２の排出13 

が課題となっている。また、観光客の著しい増加に伴う渋滞や自然環境への負荷、14 

地域住民の生活への負担等のオーバーツーリズム28が課題となっている。 15 

持続可能な観光地域づくりにおいては、先人たちが守ってきた地域の価値（自然16 

環境・文化）を地域の人材が次世代に受け継いでいくとともに、観光を地域の経済17 

や社会の発展につなげ、地域住民が観光による恩恵を実感できることが求められて18 

いる。 19 

サステナブルな北海道観光の確立を通じたブランドイメージの定着に向け、次に20 

掲げる施策について重点的に取り組み、豊かな自然環境・文化の保全と観光の両立21 

を図り、観光振興が地域の社会経済に貢献する持続可能な観光地域づくりを図る必22 

要がある。 23 

 24 

〈重点的に取り組む施策〉 25 

○サステナブルツーリズム29の推進 26 

 環境に配慮したドライブ観光の推進 27 

 ＤＭＯ30等が連携した観光地の交通マネジメント等のオーバーツーリズ28 

ム対策 29 

○多様な主体との連携による地域資源を活用した持続的な観光地域づくりの30 

推進 31 

 「シーニックバイウェイ『秀逸な道』」31や「みなとオアシス」32等の自然32 

                         
間委託。 
26 ユニバーサルツーリズム：全ての人が楽しめるよう作られた高齢や障害等の有無にかかわらず誰もが参加できる旅行。 
27 Ｚ世代：定義は様々あるが、例えば 1995 年 1 月～2003 年 12 月生まれ。 
28 オーバーツーリズム：観光地に暮らす住民の生活の質や訪れる旅行者の体験の質に対し、観光が過度に与えるネガティブな影響。 
29 サステナブルツーリズム：訪問客、産業、環境、受入地域の需要に適応しつつ、現在と未来の環境、社会文化、経済への影響に十

分配慮した観光。 
30 ＤＭＯ：様々な地域資源を組み合わせた観光地の一体的なブランドづくり、ウェブ・ＳＮＳ等を活用した情報発信・プロモーショ

ン、効果的なマーケティング、戦略策定等について、地域が主体となって行う観光地域づくりの推進主体。 
31 シーニックバイウェイ『秀逸な道』：シーニックバイウェイ北海道の各ルートの中でも特に魅力的な景観等を有する道路。 
32 みなとオアシス：地域住民の交流や観光の振興を通じた地域の活性化に資する「みなと」を核としたまちづくりを促進するため、

住民参加による地域振興の取組が継続的に行われる施設。 
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環境・文化や景観と観光が両立した地域との協働による観光地域づくり 1 

 多様な主体の参画や財源の導入による持続可能な観光地域づくり 2 

     ○北海道が世界に誇る北の縄文遺跡33等の保全・継承による観光地域づくり 3 

 道内各地の遺跡等の地域資源を活用した観光地域づくり 4 

 北海道の雪・氷に慣れ親しむ北の暮らし等を活用した観光地域づくり 5 

○観光を支える担い手の育成・確保 6 

 地域協働を通じた地域コミュニティの担い手の育成・確保 7 

 8 

４．地域の強みを活かした産業の育成 9 

《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 10 

（１）再生可能エネルギーを活かした産業振興 11 

（２）地理的・気候的な優位性を活かした産業振興 12 

 13 

（１）再生可能エネルギーを活かした産業振興 14 

2050 年カーボンニュートラルの実現に向け、北海道に豊富に賦存する再生可能エ15 

ネルギーを最大限活用して脱炭素化の取組を進めることにより、全国の脱炭素化に16 

貢献するのみならず、雇用の創出等により地域も豊かになることが重要である。こ17 

のため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、再生可能エネルギーを活かし18 

た環境・エネルギー分野等の産業を 2050 年の基幹産業として育成する必要がある。 19 

 20 

〈重点的に取り組む施策〉 21 

 苫小牧東部地域における環境・エネルギー産業、水素関連産業等の立地の22 

促進 23 

 石狩湾新港地域における電力多消費型産業等の立地の促進 24 

 再生可能エネルギーを活用した、大型蓄電池、水素、バイオマス等の実25 

証・実装、産業化 26 

 再生可能エネルギーの活用で進出が期待できる産業の立地の促進 27 

 再生可能エネルギー関連産業の育成 28 

 29 

（２）地理的・気候的な優位性を活かした産業振興 30 

全国経済への貢献と豊かな地域社会を実現するためには、農林水産業・食関連産31 

業や観光産業の基幹産業のほか、北海道の広大な大地や気候等の地域特性を活かし32 

た産業を育成・振興し、北海道の経済を持続的に発展させることが重要である。現33 

在、宇宙関連産業等の北海道の地理的・気象的条件を活かした新しい産業が成長し34 

つつあり、次に掲げる施策について重点的に取り組み、産業の立地・振興につなげ35 

ていくことが必要である。 36 

 37 

〈重点的に取り組む施策〉 38 

                         
33 北の縄文遺跡：「北海道・北東北の縄文遺跡群」のうち、北海道に存在する縄文遺跡群。 
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 宇宙関連産業やフードテックを活用した産業等の新産業の創出・発展 1 

 冷涼な気候や雪氷冷熱を活用したデータセンターの誘致 2 

 ものづくり産業の振興 3 

 本社機能、生産拠点等の移転・分散化を図る企業立地の促進 4 

 サテライトオフィス、テレワーク拠点整備 5 

 道路、港湾、空港等のストックを活用した企業誘致・産業振興 6 

 リーディング機能を有する地場の事業者との連携・協働や、続く事業者の7 

育成 8 

 中小企業の新たな事業展開を支える環境整備、研究開発や人材育成 9 

 10 

５．豊かな自然と共生する持続可能な社会の形成 11 

《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 12 

（１）北海道の特性を活かした自然共生社会の形成 13 

（２）資源を最大限に利活用する循環型社会の形成 14 

 15 

（１）北海道の特性を活かした自然共生社会の形成 16 

北海道は、世界自然遺産の知床、ラムサール条約湿地の釧路湿原等を始め、かけ17 

がえのない豊かな自然環境を有しており、自然環境を保全するとともに、自然が有18 

する多様な機能を利用しながら持続可能で魅力ある地域づくりを進めることが求19 

められている。このため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、北海道の特20 

性を活かした自然共生社会の形成を図る必要がある。 21 

 22 

〈重点的に取り組む施策〉 23 

○グリーンインフラによる自然環境が有する機能の活用 24 

 湿原や遊水地が有する保水・浄化、洪水調整等の多様な機能の活用 25 

 かわまちづくり等の自然と共生する環境整備 26 

 景観に配慮した防雪林整備や地域と協働した維持管理等の北海道の地域27 

特性を活かした道路整備・維持管理 28 

     ○生物多様性の保全 29 

 30by30 目標34の達成に向けた官民の連携（30by30 アライアンス） 30 

 指定外来生物等の防除 31 

 生物多様性の保全に配慮した多自然川づくり、自然再生事業、森林施業32 

の推進 33 

     ○鳥獣被害に係る総合的な対策 34 

 エゾシカの捕獲及び有効利用等の国と地方公共団体等が連携した鳥獣対35 

策 36 

     ○豊かな環境を守り育て将来に引き継ぐ環境教育 37 

                         
34 30by30 目標：2030 年までに陸と海の 30％以上を健全な生態系として効果的に保全しようとする目標（2022 年時点 陸域 20.5％、

海域 13.3％）。 
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 「子どもの水辺」等の地域と連携した環境教育の推進 1 

     ○水資源の安定供給 2 

 健全な水循環の維持・回復 3 

 計画的な水道施設整備 4 

 5 

（２）資源を最大限に利活用する循環型社会の形成 6 

廃棄物発生量の増加が世界全体で深刻化しており、持続可能な形で資源を利用す7 

る循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行を目指すことが世界の潮流となっ8 

ている。我が国においても、地球温暖化対策計画（令和３年 10 月 22 日閣議決定）9 

が改定され、基本的考え方として３Ｒ（廃棄物等の発生抑制・循環型資源の再使用・10 

再生利用）＋Renewable（バイオマス化・再生材利用等）の推進が位置付けられたと11 

ころである。北海道は、一般廃棄物のリサイクル率が全国を上回り、産業廃棄物に12 

ついてもその半分を占める家畜排せつ物のほとんどは堆肥等として利用されてい13 

るが、廃棄物の排出量は全国の中で高い割合を示しており、次に掲げる施策につい14 

て重点的に取り組み、資源を最大限に利活用する循環型社会の形成を図る必要があ15 

る。 16 

 17 

〈重点的に取り組む施策〉 18 

○廃棄物処理施設の整備等 19 

 循環型社会の形成に向けた廃棄物処理・リサイクル施設の整備 20 

 下水道資源の有効利用、下水道技術の実規模実証（Ｂ－ＤＡＳＨプロジ21 

ェクト） 22 

     ○廃棄物の有効利用 23 

 地域特性・循環資源の種類に応じた循環システム構築 24 

 森林資源や家畜排せつ物等のバイオマスを資源として最大限・多段階に25 

利用するカスケード利用や高度利用 26 

     ○産業や生活のグリーン化 27 

 プラスチックの代替となる木質系新素材の研究開発・普及等の資材・素28 

材のグリーン化 29 

 エシカル消費35の啓発 30 

 31 

６．北方領土隣接地域等の振興 32 

《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 33 

（１）北方領土隣接地域の安定振興 34 

（２）国境周辺地域の振興 35 

 36 

（１）北方領土隣接地域の安定振興 37 

我が国固有の領土である北方領土では、戦後 77 年を経た今もなお、ロシアによる38 

                         
35 エシカル消費：地域の活性化や雇用等を含む、人・社会・地域・環境に配慮した消費行動のこと。 
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不法占拠が続いている。北方領土隣接地域は、かつて行政的にも経済的にも北方領1 

土と一体の社会経済圏を形成して発展してきたが、北方領土問題が未解決であるこ2 

とから、戦後はその望ましい地域社会としての発展が阻害されるという特殊な条件3 

下に置かれている地域である。また、北方領土隣接地域は、北方領土元居住者の多4 

くが住んでいる北方領土返還要求運動の拠点となる重要な地域であり、北方領土問5 

題等の解決の促進のための特別措置に関する法律（昭和 57 年法律第 85 号）に基づ6 

き、関係施策を実施しているが、人口減少、少子高齢化、漁獲量や観光入込客数の7 

減少等による地域産業の停滞等、地域経済は依然として厳しい状況が続いているこ8 

とから、次に掲げる施策について重点的に取り組み、北方領土隣接地域の安定振興9 

を図る必要がある。 10 

 11 

〈重点的に取り組む施策〉 12 

○北方領土隣接地域の振興及び住民の安定に関する総合的な施策の計画的推     13 

 進 14 

 農林水産業等の基幹産業の振興等による活力ある地域経済の展開 15 

 体験型・滞在型観光の促進等による地域の資源を活かした交流・関係人16 

口の拡大 17 

 持続的な地域医療の確保等によるゆとりと安心の実感できる地域社会の18 

形成 19 

 交通インフラ整備、防災・減災対策の充実・強化等による社会・経済の安20 

定的な発展の基盤の形成 21 

 脱炭素化等の取組による地域の豊かな自然との共生 22 

 国民世論の啓発活動の充実等による北方領土問題解決のための環境づく23 

り 24 

     ※ 特殊な条件下に置かれている北方領土をめぐる状況が変化した場合には、25 

計画を改定し、開発の基本方向を改めて示す。 26 

    27 

（２）国境周辺地域の振興 28 

北海道は、長い海岸線を有する北の国境地帯として、我が国の領土・領海等の保29 

全を図る上で重要な役割を担っている。特に、有人国境離島地域は、領海等の保全30 

に関する活動の拠点として重要な機能を果たしている。一方、離島地域の人口は、31 

北海道全体と比べて人口減少が急速に進み、本土と離島地域を結ぶ交通は、買い物32 

や通院等の住民の生活路線であるが、航路・航空路利用客数の減少等により事業者33 

の経営状況が厳しい状況にある。また、道北地方は、風力を始めとする再生可能エ34 

ネルギーのポテンシャルが高いが、送電網が弱く有効活用できていない。このため、35 

離島地域や道北地方といった国境周辺地域については、離島振興計画等に基づく本36 

土への安定的なアクセスの確保、水産業や観光等の産業の振興や生活条件の改善を37 

通じて振興を図る必要がある。 38 

 39 

〈重点的に取り組む施策〉 40 
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○離島地域における本土への安定的なアクセスの確保 1 

 航路・航空路の維持及び港湾等の整備 2 

○国境周辺地域の持続可能な定住 3 

 安全・安心な定住条件の強化 4 

 基幹産業の振興による活力ある地域社会の形成 5 

○豊富な再生可能エネルギー源の活用 6 

 中長期的な観点における再生可能エネルギー源を活用した北のエネルギ7 

ー供給拠点の形成 8 

 9 

７．アイヌ文化の振興等 10 

《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 11 

アイヌ文化の振興等の推進 12 

アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に関する法13 

律（令和元年法律第 16 号）に基づき、アイヌ文化の振興及びアイヌの伝統等に関す14 

る知識の普及啓発のほか、地域振興、産業振興、観光振興等を含めた施策の総合的15 

かつ効果的な推進を図る必要がある。また、令和２年７月に開業した民族共生象徴16 

空間（ウポポイ）を拠点として、アイヌ文化の振興・創造、国民理解の促進、アイ17 

ヌ文化の復興等に向けたネットワークの構築を図る必要がある。 18 

 19 

〈重点的に取り組む施策〉 20 

○アイヌ施策の総合的かつ効果的な実施 21 

 アイヌ文化の振興及びアイヌの伝統等に関する知識の普及啓発 22 

 アイヌの人々が民族としての誇りを持って生活するためのアイヌ文化の23 

振興等に資する環境の整備に関する取組 24 

○ウポポイを拠点としたアイヌ文化の復興・創造等 25 

 アイヌの歴史、文化等に関する展示及び調査研究、アイヌ文化の伝承及26 

びそのための人材育成、体験交流、情報発信等の取組 27 

 魅力的なコンテンツの充実、周辺観光地との連携も含めた戦略的な広報28 

活動 29 

○アイヌ文化の復興等に向けたネットワークの構築 30 

 アイヌ文化伝承活動等が盛んな地域とウポポイの連携等 31 

 32 

第２節 「北海道の価値を生み出す北海道型地域構造～生産空間の維持・発展と強靱な33 

国土づくり」に係る主要施策 34 

１．デジタルの活用による生産空間の維持・発展 35 

《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 36 

（１）広大な北海道に適したデジタル基盤の整備 37 

（２）必要なサービスをデジタル技術で享受できる社会の形成 38 

   39 

（１）広大な北海道に適したデジタル基盤の整備 40 
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広域分散型社会を形成している北海道では、農村部、山間部等において５Ｇ等の1 

高速・大容量無線通信の前提となるデジタル基盤整備が不足しており、地方部の基2 

盤整備が早期に進まなければ、都市部等との地域間格差が拡大し、住民の生活に不3 

可欠な生活サービスの提供に支障が生じることが懸念される。このため、次に掲げ4 

る施策について重点的に取り組み、広大な北海道に適したデジタル基盤の整備を図5 

る必要がある。 6 

 7 

〈重点的に取り組む施策〉 8 

 産業の維持・創出及び生活サービスに必要な５Ｇ基地局等の整備 9 

 広大な大地に適した次世代情報通信インフラの研究開発 10 

 デジタル技術を活用した生活サービスの向上や新たな産業創出に資する11 

国・地方公共団体におけるオープンデータ36化 12 

 高等教育機関におけるデジタル人材の育成・確保 13 

 14 

（２）必要なサービスをデジタル技術で享受できる社会の形成 15 

広域分散、低密度の北海道において、地方部で豊かな暮らしを営むためには、医16 

療・教育等の生活サービスへのアクセスが課題となるが、人口減少や生活サービス17 

の担い手不足に伴い、これらを提供する施設が減少傾向にある。このまま減少が進18 

み生活サービスレベルが低下すれば、生産空間の機能維持が困難になることから、19 

次に掲げる施策について重点的に取り組み、必要なサービスをデジタル技術で享受20 

できる社会の形成を図る必要がある。 21 

 22 

〈重点的に取り組む施策〉 23 

 ドローンによる個宅配送等の現実空間でしか提供できないサービスのＤ24 

Ｘ化 25 

 遠隔地においても質の高い生活サービスを享受することのできる行政、26 

医療、介護、教育等のデジタル化・分野横断的な連携 27 

   28 

  ２．多様で豊かな地域社会の形成 29 

 《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 30 

（１）人への投資と多様な人材・主体による協働・共創の展開 31 

（２）多様な暮らし方・働き方の実現 32 

（３）生産空間の暮らしを支える中心市街地の形成と賑わいの場の創出 33 

   34 

（１）人への投資と多様な人材・主体による協働・共創の展開 35 

北海道は、道内の全ての地域において生産年齢人口の減少が見込まれており、定36 

                         
36 オープンデータ：国、地方公共団体及び事業者が保有する官民データのうち、国民誰もがインターネット等を通じて容易に利用

（加工、編集、再配布等）できるよう、二次利用可能であること、機械判読に適したもの、無償で利用できる形で公開されたデータ

のこと。官民データ活用推進基本法（平成 28 年法律第 103 号）において、国及び地方公共団体はオープンデータに取り組むことを義

務付けられている。 
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住人口のみでは、地域経済・コミュニティの活力を維持することが困難となってい1 

くことが懸念される。国内外との関係人口の創出・拡大等による活力ある地域コミ2 

ュニティを実現するため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、人への投資3 

と多様な人材・主体による連携・協働を図る必要がある。 4 

 5 

〈重点的に取り組む施策〉 6 

 「ほっかいどう学」37等による地域に貢献する若い世代の育成 7 

 「北海道価値創造パートナーシップ活動」38等の世代や国籍を超えた多様8 

な人材・主体の地域活動への参画・連携 9 

 「シーニックバイウェイ北海道」等による地域の魅力向上や活性化を図10 

る取組 11 

 民間企業等による地域社会を支える取組 12 

 産学官金連携によるスタートアップ創出等 13 

 14 

（２）多様な暮らし方・働き方の実現 15 

感染症拡大によりテレワークが普及し、二地域居住・地方移住、兼業･副業への16 

関心が高まるなど、暮らし方・働き方が多様化している。こうした多様なニーズ17 

に応え個人と社会全体のＷｅｌｌ－ｂｅｉｎｇ39を向上させることは重要であり、18 

北海道の豊かな自然やゆとりある空間等の居住環境は多様化するニーズの受け皿19 

となり得ることから、次に掲げる施策について重点的に取り組み、多様な暮らし20 

方・働き方の実現を図る必要がある。 21 

 22 

〈重点的に取り組む施策〉 23 

 テレワーク等の多様な暮らし方・働き方の促進 24 

 北海道への移住・二地域居住、Ｕターン・I ターンの取組 25 

 公共施設・設備等の広域的な共同利用等の地域資源の効率的な利用等 26 

 27 

（３）生産空間の暮らしを支える中心市街地の形成と賑わいの場の創出 28 

「食」、「観光」、「脱炭素化」等の北海道の強みを生み出す生産空間で暮らし続け29 

るためには、暮らしや活動を支える圏域中心都市や地方部の市街地がその機能を果30 

たすことが不可欠である。現在、地方部の市街地では空洞化が進行しており、人口31 

減少により今後更に地域の活力が低下することが懸念される。このため、次に掲げ32 

る施策について重点的に取り組み、生産空間の暮らしを支える中心市街地の形成と33 

賑わいの場の創出を図る必要がある。 34 

 35 

〈重点的に取り組む施策〉 36 

                         
37 ほっかいどう学：子供から大人まで、より多くの人々が地域づくりに関心を持つ契機を創出するため、地理、歴史、文化、産業等

の北海道の魅力や個性について幅広く学ぶ取組。 
38 北海道価値創造パートナーシップ活動：地域づくりに主体的に取り組む個人・法人等や地域づくりの支援者等をメンバーとするプ

ラットフォーム。 
39 Ｗｅｌｌ－ｂｅｉｎｇ：個人の権利や自己実現が保障され、身体的、精神的、社会的に良好な状態にあることを意味する概念。 
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 中心市街地等への医療、福祉、商業等の機能集積による雇用創出 1 

 道路や河川空間等のオープンスペースや「道の駅」等の既存ストックを活2 

用した賑わいの場の創出による交流 3 

 4 

  ３．北海道型地域構造を支え、世界を見据えた人流・物流ネットワークの形成 5 

 《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 6 

  （１）広域分散型社会を支える交通ネットワークの形成 7 

（２）産業を支える物流基盤の整備と物流システムの維持・効率化 8 

（３）安全・安心な移動環境の確保 9 

（４）札幌における交通結節機能と都市機能の強化 10 

 11 

（１）広域分散型社会を支える交通ネットワークの形成 12 

広域分散型社会の北海道においては、北海道の価値を生み出す生産空間での生活13 

を支えるためには交通ネットワークの形成が不可欠である。一方、都市間距離が長14 

大であり、さらに冬期の積雪寒冷環境下において移動環境が著しく悪化する北海道15 

の交通は、確実性、速達性、定時性に課題がある。また、生産空間から都市に至る16 

交通ネットワークが存在しなければ、高次都市機能・生活機能等を享受できず、住17 

み続けることは困難となるおそれがある。このため、次に掲げる施策について重点18 

的に取り組み、広域分散型社会を支える交通ネットワークの形成を図る必要がある。 19 

 20 

〈重点的に取り組む施策〉 21 

 ミッシングリンクの早期解消等のいまだ接続されていない都市間や地方22 

部を接続する高規格道路、港湾・空港施設、北海道新幹線の交通ネットワ23 

ーク整備 24 

 輸送モード間を含む交通結節機能強化、都市間の連絡及び生産空間から25 

都市に至る複数の輸送手段・ルートの確保等による持続可能な交通体系26 

の構築 27 

 高規格道路整備、地方部の交通結節点機能整備、地域の実情に合った交通28 

や物流システムの導入・維持方策の一体的な推進 29 

 30 

（２）産業を支える物流基盤の整備と物流システムの維持・効率化 31 

北海道の物流においては、長距離・長時間輸送に伴う農水産物等の貨物の品質・32 

鮮度管理、貨物量の季節変動とそれに伴う片荷輸送等が課題となっている。また、33 

今後、運送事業者の減少等により輸送力の低下が深刻化すれば、地域物流の確保や34 

生産空間からの食料供給等が困難になると見込まれている。このため、次に掲げる35 

施策について重点的に取り組み、産業を支える物流基盤の整備と物流システムの維36 

持・効率化を図る必要がある。 37 

   38 

〈重点的に取り組む施策〉 39 

 農水産物等の輸出入・移出入の拠点となる空港・港湾施設の整備、高規格40 
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道路から空港・港湾・鉄道駅等の物流拠点へのアクセスルート確保、長距1 

離輸送やドライバー不足等を解消するシームレスかつ持続可能な物流ネ2 

ットワーク構築 3 

 物流事業者の経営資源を最大限活用した、貨客混載、中継輸送、共同輸送4 

等の実現及び貯蔵施設の増強等の物流拠点整備による生産空間に住み続5 

けられる持続可能なサプライチェーン構築 6 

 トラック・鉄道・航空・船舶等の特性を踏まえた輸送手段や災害時に備え7 

た複数のルート確保等による強靱な輸送体系構築 8 

 9 

（３）安全・安心な移動環境の確保 10 

広域分散型社会の北海道において、地方部の日常生活における移動環境の確保は、11 

生産空間に住み続ける環境づくりや観光等の人流の円滑な移動のために不可欠で12 

ある。一方、地域公共交通は、人口減少等の影響により、輸送需要の縮小、運転者13 

不足等の厳しい経営環境に置かれ、サービスの維持・確保が困難な状況に直面して14 

いる。今後、地域公共交通が存在しない地域が拡大すれば、交通弱者等のモビリテ15 

ィ40確保が極めて切迫した課題となることから、次に掲げる施策について重点的に16 

取り組み、安全・安心な移動環境の確保を図る必要がある。 17 

 18 

〈重点的に取り組む施策〉 19 

 輸送資源を最大限活用した持続可能な交通サービス構築 20 

 あらゆる世代における生活・移動の質の向上を図るモビリティの普及 21 

 積雪寒冷環境における自動運転技術の研究開発や自動運転に対応した道22 

路空間の利活用等 23 

 公共交通の維持・活性化を図るＭａａＳの実装等 24 

 多様な交通モードが連動し、まちづくりと一体となった安全・安心な交25 

通体系構築 26 

 27 

（４）札幌における交通結節機能と都市機能の強化 28 

北海道においてグローバルに飛躍する産業を展開していくためには、札幌が北海29 

道の拠点として国内外からヒト、モノ、情報等を引きつけ、国際的な活動の拠点に30 

ふさわしい高次の都市機能を確保するとともに、これらを道内各地に波及させるこ31 

とが重要である。このため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、札幌駅周32 

辺の交通結節機能強化や札幌都心と道内各地を結ぶ高規格道路の整備等の札幌の33 

都市機能の強化を図る必要がある。 34 

 35 

〈重点的に取り組む施策〉 36 

 北海道新幹線の延伸効果を全道に波及させる広域的交通結節機能強化及37 

び交通サービスの充実 38 

                         
40 モビリティ：ヒト・モノの移動そのものや、その手段・方法のこと。 
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 ゼロカーボンシティ41やスマートシティ42の実現に向けた取組、防災機能1 

強化・強靱化、雪対策等を組み込んだ交通基盤・都市基盤の整備 2 

 ＩＣＴ等の新技術を活用した持続可能な都市の形成 3 

 文化、教育、専門的な医療を始めとした高次都市機能・生活機能等を担う4 

ための都市基盤の整備 5 

 6 

４．生産空間を守り安全・安心に住み続けられる強靱な国土づくり 7 

  《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 8 

（１）気候変動に伴い激甚化する水災害に対する北海道の地域特性を踏まえた流域治9 

水の本格的実践 10 

（２）日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震等の大規模災害に対する生産・社会基盤の11 

強靱化 12 

（３）冬期災害や複合災害に対する防災力の強化 13 

（４）デジタルを活用したインフラの維持管理及び技術開発の推進 14 

（５）災害時におけるライフラインの機能確保に向けた施設の耐災害性強化及び多重15 

化・分散化 16 

（６）国家的規模の災害時におけるリスク分散 17 

 18 

（１）気候変動に伴い激甚化する水災害に対する北海道の地域特性を踏まえた流域治19 

水の本格的実践 20 

近年、全国各地で豪雨等による水災害が発生するなど、人命や社会経済への甚大21 

な被害が生じている。特に北海道は、全国の他地域に比べ、気候変動の影響が大き22 

いと予測されており、水害、土砂災害の激甚化・頻発化のほか、渇水の頻発化・長23 

期化・深刻化が懸念されている。気候変動による水災害のリスクの増大に備えるた24 

め、次に掲げる施策について重点的に取り組み、気候変動に伴い激甚化する水災害25 

に対する北海道の地域特性を踏まえた流域治水の本格的実践等を図る必要がある。 26 

 27 

〈重点的に取り組む施策〉 28 

 気候変動を踏まえた治水計画の見直し 29 

 堤防、遊水地、ダム等の河川整備 30 

 海岸保全施設、港湾施設、砂防施設、治山施設、雨水貯留浸透施設等の整31 

備 32 

 水害、土砂災害、高潮等に対するハード・ソフト一体となった事前防災対33 

策 34 

 35 

（２）日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震等の大規模災害に対する生産・社会基盤の36 

                         
41 ゼロカーボンシティ：2050 年にＣＯ２を実質ゼロにすることを目指す旨を首長自らが又は地方公共団体として公表した地方公共団

体。 
42 スマートシティ：ＩＣＴ等の新技術を活用しつつ、マネジメント（計画、整備、管理・運営等）の高度化により、都市や地域の抱

える諸課題の解決を行い、また新たな価値を創出し続ける持続可能な都市や地域であり、Society5.0 の先行的な実現の場。 



 

 36 / 38 
 

強靱化 1 

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震が切迫しており、北海道において甚大な被害2 

が想定されていることから、巨大地震・津波への備えが急務となっている。また、3 

北海道には一定の周期で噴火を繰り返している活動的な火山が複数分布しており、4 

噴火が起きれば、多くの人命・財産が失われ、地域経済活動に甚大な被害を与える5 

リスクがある。このため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、日本海溝・6 

千島海溝周辺海溝型地震等の大規模災害に対する生産・社会基盤の強靱化を図る必7 

要がある。 8 

 9 

〈重点的に取り組む施策〉 10 

 地震、津波、火山噴火等の大規模災害に備えた各種インフラ施設等の整備11 

及び耐災害性強化 12 

 道路・海上ネットワークの強靱化 13 

 津波避難対策特別強化地域に指定された地方公共団体による津波避難対14 

策への支援 15 

 事前復興の取組 16 

 道路、港湾・漁港、航路、空港等が連携した啓開 17 

 関係機関が連携した防災教育、防災訓練等の防災対応力の充実・強化 18 

 ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ43等による技術的な支援 19 

 20 

（３）冬期災害や複合災害に対する防災力の強化 21 

近年、人命に関わるような暴風雪や大雪等の冬期災害が激甚化・頻発化しており、22 

広域分散型の地域構造で道路網密度の低い北海道では、通行止め等による人流・物23 

流の寸断等の大きな社会的影響が懸念される。また、冬期に大規模災害が発生した24 

場合、低温、積雪等により避難、応急・復旧活動等が困難となるといった積雪寒冷25 

地特有の課題があることから、次に掲げる施策について重点的に取り組み、冬期災26 

害や複合災害に対する防災力の強化を図る必要がある。 27 

 28 

〈重点的に取り組む施策〉 29 

 計画的・予防的な通行規制及び集中除雪、持続可能な除排雪等の取組 30 

 関係機関が連携した情報発信等の強化 31 

 災害時における代替性確保のための高規格道路整備 32 

 冬期の安全・安心確保に向けた防雪対策 33 

 積雪寒冷地特有の課題に配慮した避難対策 34 

 35 

（４）デジタルを活用したインフラの維持管理及び技術開発の推進 36 

高度経済成長期から集中的に整備されてきたインフラが、今後急速に老朽化する37 

                         
43 ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ：大規模な自然災害等に際し、被災地方公共団体が行う被災状況の把握、被害の拡大の防止、被災地の早期復

旧等に対する技術的な支援を円滑かつ迅速に実施する国土交通省緊急災害対策派遣隊。 
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ことが確実となっている。特に北海道では、積雪寒冷の厳しい気象条件や土壌条件1 

等を踏まえたインフラ維持管理が必要であるが、生産年齢人口の減少による建設業2 

における若手入職者の減少、就業者の高齢化、将来の技能労働者の担い手不足によ3 

り、インフラ維持管理等の対応に支障が生じることから、次に掲げる施策について4 

重点的に取り組み、デジタルを活用したインフラの維持管理及び技術開発の推進を5 

図る必要がある。 6 

 7 

〈重点的に取り組む施策〉 8 

 ＡＩ、ＩｏＴ等の新技術の活用等による戦略的なインフラ老朽化対策や9 

人材育成、技術支援 10 

 ｉ－Ｓｎｏｗ44，ＳＭＡＲＴ－Ｇｒａｓｓ45等の現場の生産性、安全性の11 

向上 12 

 気候変動を前提とした降雨や積雪寒冷環境等に対応した技術研究開発 13 

 14 

（５）災害時におけるライフラインの機能確保に向けた施設の耐災害性強化及び多重15 

化・分散化 16 

災害時におけるライフラインの機能確保は、迅速かつ適切な災害応急対策活動や17 

被災者の生活確保、産業活動の継続・再開にとって極めて重要である。このため、18 

次に掲げる施策について重点的に取り組み、ライフラインの機能確保に向けた施設19 

の耐災害性強化及び多重化・分散化を図る必要がある。 20 

 21 

〈重点的に取り組む施策〉 22 

 ライフライン施設の耐災害性強化 23 

 ライフラインの多重化・分散化 24 

 25 

（６）国家的規模の災害時におけるリスク分散 26 

災害が激甚化・頻発化する中、北海道内を含めて全国で国家的規模の災害が発生27 

した場合、被災地に対する食料・エネルギーの安定供給が求められている。また、28 

諸機能が集中する首都圏等で大規模な災害が発生した場合、首都中枢機能の麻ひ等29 

により我が国全体への影響が懸念されることから、次に掲げる施策について重点的30 

に取り組み、国家的規模の災害時におけるリスク分散を図る必要がある。 31 

 32 

〈重点的に取り組む施策〉 33 

 食料生産基盤・サプライチェーンの強靱化に向けたインフラ施設の耐災34 

害性強化等の取組 35 

 デジタルインフラの整備や送電網の増強 36 

 企業の本社機能等の道内への誘致 37 

                         
44 ｉ－Ｓｎｏｗ：除雪現場の省力化による生産性・安全性の向上に関する取組プラットフォームの通称。 
45 ＳＭＡＲＴ－Ｇｒａｓｓ：堤防除草の生産性向上のため、ＩＣＴを活用した除草作業の自動化についての取組。 
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 北海道から被災地へ物的・人的支援を迅速に行うための交通ネットワー1 

クの充実及び耐災害性強化 2 

 3 

 4 
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